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フランス新会計原則における財務諸表制度（皿）
森　川　八洲男
1　はじめに
∬　改訂の経過
皿　財務諸表の作成と表示
1．　「新規則」の内容
2．　「新規則」の意義と問題点（以上第
　63巻第5・6号掲載）
IV．基礎体系
　上述のように，新プランによると，財務諸表は，特に企業の規模を勘案して，
（a）基礎体系，（b）単純体系および（c）発展体系という3つの体系にもとついて表示
されるが，このうち基準的な体系をなすのは，いうまでもなく，基礎体系であ
る。それは，また，EC第4号指令の財務諸表シェーマに最も類似したもので
あるといわれるω。そこで，以下，この基礎体系に含まれる財務諸表の内容を
考察したい。
　さて，基礎体系における財務諸表は，（1）貸借対照表，②成果計算書および（3）
附属明細書の3つからなるが，その順序に従い，貸借対照表から取・り上げる。
　　1　貸借対照表
　　（1）貸借対照表の様式
　新プランにおける貸借対照表の様式は，1957年プランの様式に比べで，特に
次のような特徴を有する②。
　（1）これは，勘定式（forme　de　compte）でも，報告式（forme　de　Iiste）でも
　　表示することができる。1957年プランは，これに対して，もっぱら勘定式
　　による貸借対照表の作成を要求している。
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（2）これは，各項目につき，前期の金額（純額）をも表示する。1957年プラ
　ンでは，この点は要求されていない。
（3）これは，当期成果の処分前および処分後に作成する（注）。特に処分後貸
　借対照表（bilan　aprさs　repartition）には，一利益処分ないし損失処理に関
　連して生じた自己資本の変動が表示されるために，これによって，財政状
　態のタイムリー・ディスクロージャーが促進されることになる。なお，
　1957年のプランでは，成果処分前の貸借対照表の作成しか要求されていな
　い。
＊（注）
　処分前貸借対照表は，成果処分案と一一一・緒に社員総会（株主総会）に提出される。商
事裁判所の書記課に寄託されるのは，処分後貸借対照表のほうである。
　新プランの貸借対照表様式にみられる，これら3つの改訂点は，EC第4号
指令に準拠したものであるが（注），そのいずれも，財政状態開示手段としての
貸借対照表の情報機能を高めるものであると評価することができる。
　＊（注）
　　なお，上記の（3）に関して，EC第4号指令第6条には，次のように規定されている。
　「加盟国は，利益処分または損失処理を含むように，貸借対照表の様式を変更するこ
　とを許容または要求することができる」。
　いま，新プランにおける貸借対照表の様式を示すと，第1表～第3表のよう
になる。このうち第1表は勘定式・処分前の貸借対照表，第2表は勘定式・処
分後の貸借対照表，また第3表は報告式・処分前の貸借対照表をそれぞれ表わ
すものである。
（517） 　　　　　フランス新会計原則における財務諸表制度（皿）　25
第1表貸借対照表（利益処分前）
?
定
?
産
借
?
無形固定資産：
　組織形成費
　研究開発費
　免許権，特許権
　特許実施権，商
　　標権等
　営　業　権
　その他の無形固
　　定資産
　無形固定資産前
　　払金
有形固定資産：
　土　　　地
　建　　　物
　装置・設備・工
　　具器具
　その他の有形固
　　定資産
　建設仮勘定
　有形固定資産前
　　払金
財務固定資産①：
　資本参加
　資本参加に関す
　　る債権
　その他の固定資
　　産に属する有
価証券
貸　付　金
　その他の固定資
産に属する債権
　　合計1
第　N　期
総額
×
償却累
計額お
よび引
当金
（差引）
×
純額
×
第N
－1期
純額
×
?
方
?
己
?
?
????????
?
?
資本金（そのうち
　払込額）（1）
発行差金，合併差
　益出資差金
再評価差額
積立金：
　法定積立金
　定款・契約に定
　　められた積立
　　金
その他の積立金
　（任意）
繰越金（貸方残高
　または借方残
　高）
当期純成果（利益
　または損失）
投資助成金
法定引当金
　　合計（1）
危険引当金
費用引当金
　　合計（皿）
転換社債
その他の社債
金融機関借入金
その他の借入金・
　財務的債務
第N期
×
×
第N
－1期
×
?
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?
?
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棚卸資産：　　1
　原材料・消耗品
　仕掛品（財貨ま
　　たは役務②
　半製品・製品
　商品（転売され
　　るもの）
仕入先前払金
債権（3）：
　営業債権
　その他の債権
　請求済未払込資
　　本金
有価証券：
　自己株式
　その他の有価証
　　券
支払手段
前払費用（3）
　　合計皿
期間配分費用（皿）
社債償還差金（N）
換算差額（V）
　総計（1十皿十
　　皿十】V十V）
×
???
×
×
???
×
×
???
×
×
???
?
犠講飼
租税・社会的債務
未払金等
その他の債務
前受収益②
　　合計（皿）
換算差額（N）
総計（1十li十
皿十N）
（518）
×
×
×
×
×
×
（1）
②
（3）
そのうち……1年以下のもの
財貨と役務に区分掲記する
そのうち……1年以上のもの
｛1）場合により，申込済未請求資本金の
　相手科目は1資本の部の第1項目とし
　て記載すぺきである。
②　そのうち……1年以上のもの
　そのうち……1年以下のもの
第2表貸借対照表（利益処分後）
?
方
資本金（そのうち払込額）
　（1）
発行差金，合併差益，出
　資差金
瞬期 第N－1期
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再評価差額
積　　立　　金：
　法定積立金
　定款・契約に定められ
　　た積立金
　規則に定められた積立
　　金
　その他の積立金（任意）
繰越金（貸方残高または
　借方残高）
　小計：純資産額
投資助成金
法定引当金
　合　計　（1）
危険引当金
費用引当金
　合　計　（ll）
転換社債
その他の社債
金融機関借入金
その他の借入金・債務
得意先前受金・内金
営業債務等
税金・社会保障債務
未払金等
その他の債務
前受収益②
　合　計　（皿）
換算差額一貸方（】V）
　総計（1十ll十皿十】v）
?
?
×
×
×
×
×
×
?
×
×
×
（1｝場合により，申込済未請求資本金の相手科目は，
　資本の部の第1項目として記載すぺきである。
②　そのうち……1年以上のもの
　　そのうち……1年以下のもの
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第3表　貸借対照表（利益処分前）
申込済未請求資本金（1）…………・・…・…………
〔固定資産〕
無形固定資産：
　組織形成費………………・・……・…………・・…・
　研究開発費………………・・………・・………・…・
　免許権，特許権，特許実施権，商標権，製法
　等………………・…・…一………・……一……
　営業権………・…………………………・…・
　その他の無形固定資産……………・…・…・……
　無形固定資産前払金………………・・…………・
有形固定資産：
　土地………………………………・…・…・
　建　　　物………・………・・……………・…・…・
　装置，設備，工具器具・………………・…・……
　その他の有形固定資産…………………………
　建設仮勘定…・・………・…・…………・・…………
　有形固定資産前払金……………………………
財務固定資産（そのうち1年以下のもの）：……
　資本参加……………・………・…………・……
　資本参加に関する債権……………・…・…・……
　その他の固定資産に属する有価証券……・∵…
　貸付金……………・…・………・………
　その他の固定資産に属する債権………………
?
計∬…・………・……・………
　　　〔流動資産〕
棚卸資産：
　原材料・消耗品………………・…………・…・…
　仕掛品（財貨または役務）（1）…………………
　半製品・製品……・…………・・……………・…・・
　商　品（転売されるもの）………………・・…・
仕入先前払金……………・………・・………・……・・
　営業債権……・…………・…・……………
　その他の債権…………………………………’°°
第N年度
総　額
×
×
償却累計
額・引当
金（差引）
×
純　額
×
×
第N　I
－1年度
純　額
×
in－　×
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　請求済未払込資本金…・……………・…………・
有　価　証　券：
　自　己　株　式………………・・………’………
　その他の有価証券……………・…・…・…………
支払手段…・……………・…・………・……・・
礁∵瓢∵llll
社債償還差金（V）・…………・…・・………………・・
換金差額一資産（w）…・………・・………
　　　総　　　　計　vr
　　　　（1十皿十皿十N－V十M）・・………・…
×
???
×
×
×
×
???
×
×
???
×
（D　財貨と役務に区分掲記する。
第　N　期 第N－1期
　　　〔1年以下の債務〕
転換社債………………・・…・………・……・・
その他の社債…・・……・…・…・………・・………・・…
金融機関借入金……………・…・・……………・…・・
その他の借入金・財務的財務……・…………・…・
得意先前受金…・…・……・・…・…・・……………・…・
営業債務・………………・・…………………
租税・社会的債務・…・・………・…・・………………
固定資産未払金・………………・・…………・……・・
その他の債務……………・…・…・……・………・…・
前受収益（そのうち1年以下のもの）…………
1年以下の債務合計（田）………・……・・……… ? ×
1年以下の流動資産（前払費用を含む）
の1年以下の債務に対する超過額（皿一1皿）
資産の1年以下の債務に対する超過額（vr　一価）
?? ??
〔1年以上の債務〕
転　換　社　債……………・…・……・……・……・・
その他の社債・………………・・……………・…・・…
金融機関借入金・………………・………・…・……・・
その他の借入金・財務的債務………・………・・…
得意先前受金…・……………・………・・…＿＿．＿． F
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営　業　債　務…………………・・……°……一一’…
租税・社会的債務……………・…・………・………
その他の債務………………・・……………・…・・…・
前受収益（そのうち1年以上のもの）…………
　1年以上の債務合計（K）…・…………・・………
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換　算　差　額一負債（X）・………・……・……
　　　〔危険・費用引当金〕
危険引当金・………………・・……………・…・・
費用引当金…・……………・…・…………・…・・
　危険・費用引当金合計（N）……………………
　　　〔自己資本〕
資本金（そのうち払込額：…）・…・………・……
発行差金，合併差益出資差金……・・………・……
再評価差額…・……………・・…’……………’°
積　　立　　金：
　法定積立金・…・………・…・・……・・……’・…
　定款・契約に定められた積立金…・・………・…
　規則に定められた積立金…………・……・・……
　その他の積立金（任意）……………・・…・……
繰越金（貸方残高または借方残高）・…………・・
当期純成果（利益または損失）・・……・…………
設備助成金…・……………・………………・…
法定引当金…………………………∵＿．・＿．．
　自己資本合計（刈）
　　　又は〔W－（、皿十K十X十X【）〕…………
×
×
×
?
×’
×
×
×
　　②　貸借対照表の検討
　ここで，さきに紹介した貸借対照表の様式を手がかりにして，新プラソにお
ける貸借対照表の内容にづいて検討する。
　　（a）貸借対照表の項目分類
　まず最初に，貸借対照表の項目分類から考察する。
　前掲の貸借対照表の様式にみられるように，新プラソでは，貸借対照表項目
の配列方法として，いわゆる固定性配列法が採用されている。これは，フラン
ス，さらに広くヨーロッパ大陸において慣行的に受け入れられている方法であ
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第4表貸借対照表項目分類の比較
1957年プランの貸借対照表
借方側貸方側
???組織形成
固定資産
皿，その他の
固定資産
（うち1年以
上の債権）
N．経営資産
V．当座資産
（うち1年以
　下の債権）
va．成　果
1．資本金・
積立金
H．前期繰越
金
皿．建設助成
　金
N．損費引当
金
V．長期・中
　期債務
u．短期債務
w．成　果
新プラソの貸借対照表
借方側貸方側
1．固定資産
（組織形成
費を含む）
ll．流動資産
1．棚卸資産
2．営業債権
3．その他の
　債権
4．有価証券
5．現金預金
皿．調整勘定
1．自己資本
K．危険・費
用引当金
m．債　　務
EC第4号指令の貸借対照表
借方側　貸方側
互．未払込資本
金
ll。組織形成費
皿．固定資産
臥
????L
??）?? ?? ??? ?（?
3．その他の
　債務
N．調整勘定
（1）営業債権
（2）従属企業
　債権
（3）その他の
　債権
3．有価証券
4．現金預金
V．経過勘定項
　目
v．当期損失
1．資本金・積
立金
∬．負債・損費
引当金
皿．債　　務
1．財務的債務
2，営業債務
3．従属企業等
　債務
4．その他の債
　務
N．経過勘定項
　目
V．当期利益
り，第4表「貸借対照表項目分類の比較」から明らかなように，1957年プラン
にも，またEC第4号指令にも見受けられるものである。
　しかしながら，その基礎にある貸借対照表項目分類に立ち入って吟味すると，
新プランの貸借対照表は，1957年プランのそれとかなり異なった内容をもつこ
とがわかる。すなわち，1957年プランでは，貸借対照表項目は，借方側に関し
ては，1組織形成費，皿固定資産，皿その他の固定資産，W経営資産（つまり
棚卸資産），V当座資産およびM成果に，また貸方側に関しては，1資本金・積
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立金，ll前期繰越金，皿建設助成金，　N損費引当金，　V長期・中期債務，　M短
期債務およびW成果にそれぞれ大別されるが，ここで採用されている項目分類
は，基本的には，流動性基準（crit6re　de　liquidit6　et　d’exigibilite）にもとつくも
のであるといわれる。論者によると，この分類基準は，債権者に企業の債務弁
済力と，債権の安全性を評価することを可能ならしめるものであり，その適用
において，特に1年の正常期間を，長期債権・債務（1年以上）と短期債権・
債務（1年以下）を区別する基準として用いる点に特質が見出される（3｝。
　これに対して，新プランによると，貸借対照表借方側は，1固定資産，ll流
動資産および皿調整勘定に，また貸方側は1自己資本，皿危険・費用引当金，
皿債務およびN調整勘定にそれぞれ大別される。確かに，ここでも，借方側に
は，固定資産と流動資産，貸方側には，自己資本と債務といったような伝統的
な概念が見出されるが，その内部に立ち入ってみると，流動性基準一より正
確にいえば，1年基準による流動性基準一は，もはや支配的な分類基準とし
ての地位から退いていることを知ることができる（4）。
　新プランの解説書によると，上掲のような貸借対照表の借方側の分類は基本
的には，その構成項目の使途（destinati・n），すなわち企業の経済活動の過程に
おけるその機能にもとつくものであり，そこでは，かつて主要な分類基準であ
った（1年基準による）流動性基準は，第二義的なものとして適用されるにすぎ
ないといわれる⑤。特に，この項目分類のもとでは，債権は，その性質（ないし
源泉）により，財務的債権（資本参加債権，貸付金等），営業債権およびその他の
債権に分類されるが，このうち前者は，その期限の長短にかかわらず「固定資
産の部」における財務固定資産区分に，一方，後2者は「流動資産の部」に記
載されることになる。そして，これらの債権のうち残余期限が1年をこえるも
のについては，その金額を脚注に表示するものとされ，その限りで，1年基準
が保持されるにすぎない。この項目分類において，企業の営業循環過程にかか
わる棚卸資産や営業債権などのいわゆる営業（経営）循環項目は，その期限の
いかにかかわらず，「流動資産」の部に計上され，その点で，営業循環基準の
適用が見受けられる。
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　一方，貸借対照表貸方側は，企業における資本源泉（origine　des　capitaux）セこ
もとついて，上述のように，自己資本，危険・費用引当金，債務および調整勘
定に分類される。ここでも，1957年プランではその全体に適用されていた流動
性基準は，債務勘定自体の編成において副次的基準として採用されているにす
ぎない。その主要な分類基準として用いられているのは，資金の源泉的性格
一すなわち財務的性格，営業的性格または処分的性格一である⑥。それゆ
え，債務は，債権と同様に，財務的債務（社債，借入金等），営業債務およびそ
の他の債務に分類され，その期間の長短にかかわらず，いずれも「債務の部」
に記載されることになる。なお，債務については，残余期限が1年をこえる額
を脚注に記載することは要求されていない（ただし，報告式貸借対照表では，債務
は1年以下のものと1年以上のものとに区分表示されている）。
　かくして，新プランの貸借対照表項目分類においては，借方項目に関しては
「使途別分類」が，また貸方項目に関しては「源泉別分類」が重視され，1957
年プランで主要な分類基準として採用されていた流動性基準（1年基準）は，
ここでは，副次的ないし付随的基準として位置づけられているにすぎないこと
が明らかになったが，この点に，新プランにおける貸借対照表項目分類を貫く
重要な特質を見出すことができる。
　上述のような新プランの貸借対照表項目分類にみられる方向は，プランの改
訂過程を振り返ってみると，すでに国家会計審議会の「第9次報告書」（1974年
～1975年）一それは，時期的にみて，さきに紹介した「財務諸表・会計分類委
員会」の答申に関するものと考えられる一の中で明確に指摘されていた。す
なわち，本報告書は，この問題について次のように述べている（T。
　1．貸借対照表項目の分類は，第一義的には，取引の機能的分類（regroupe・
ment　fonctionnel　des　operations）にもとつくべきである。この分類のもとでは，
すべての商業債権は，その法的な基礎が何であれ，一緒に分類される。これに
対して，現行プランでは，商業債権は4つの異なった項目に分けて表示される。
　2．　1年基準による流動性基準は，次のような理由から放棄される。
　　（1）この基準は，優先権をもつと考えられる取引の機能的分類に反する。
　34　明大商学論叢　　　　　　　　　　　　　　　　　　（526）
　　（2）貸借対照表勘定を通して1年基準による企業の総流動性（liquidite　g1－
　　　obale）を予測することは，部分的にすぎず，かつ，ある程度誤っている。
　　　特に決算日から数ヵ月後に行われる当期成果の処分のために，次年度の
　　　資金源泉と使途の予測は非常に限られ，不完全なものにならざるをえな
　　　い。
　　（3）1年の期間は，一般に，営業循環期間（duree　du　cyc！e　d’exploitatiP．n），
　　　したがってそれに対応する資金問題の更新周期と一致しない。加えて，
　　　企業の永続的な資金調達は年度の枠からはみ出さざるをえない。
　　（4＞財務構造に関して，1年の期間を適用すると，循環的な営業（1年以
　　　上の売掛金，買掛金等）に関しても，永続的な管理（固定資産，自己資本等）
　　　に関しても，性質と起源の異なる資金源泉と使途が，一定日に比較され
　　　ることになる。
　このように，「報告書」では，貸借対照表項目の分類に関して，1年基準は，
企業の総流動性あるいは資金の源泉・使途を把握するためには必ずしも適当な
ものでなく，それに代えて取引の機能的分類が主要な分類基準として採用され
るべき旨が指摘されている。ここにいう取引の機能的分類とは，企業の経済過
程における当該項目の機能にもとつく分類のことであり，その意味で，経済的
観点を重視したものである（さきに示した論者の説明にみられる，借方項目に関する
「使途別分類」および貸方項目に関する「源泉別分類」と、呼ばれるものは，これに相当す
るものと考えられる）。それは，特に企業の経済過程に含まれる正常営業循環過
程に着目して，それに結合されている資産・負債項目（経営（営業）資産・負債）
を他の項目から識別するところにその特質が見出されるが，この経営（営業）
資産・負債の大きさ一その中には期限が1年以上の項目も含まれる一は，
，継続企業のもとでの財務流動性ないし支払能力を判定するうえで，1年基準に
庵とつく流動性よりも有意義であるということができる。特にそれは，運転資
金を形成する主要な要素をなすものであり，運転資金の動きを直戴に把握する
資金計算書を作成する基礎的なデータともなるものである。ここに，1年基準
にもとつく項目分類に対する，営業循環にもとつく機能別分類のメリットを見
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出すことができると思わ乳る。実際，さきに考察した1975年の委員会答申にお
ける貸借対照表には，このような機能別分類のもつ利点が明確に取り入れられ
ているのである。
　しかしながら，新プランの貸借対照表においては，多少事情が異なることを
認めなけれぽならない。すなわち，ここでは，特に1975年の委員会答申の貸借
対照表にみられた資本調達項目（資本，損失引当金，借入金），物的・財務的投資
項目（固定資産；資本参加，投資），経営（営業）循環項目（棚卸資産，営業債権・
債務），経営外（営業外）項目（その他の債権・債務）および支払手段関連項目（現
金預金，当座借越，手形借入金）の5大別項目分類は，もはや貸借対照表の基本
的枠組を形成するものとしては取り入れられておらず，またそのうちの経営
（営業）循環項目を構成する経営（営業）資産・経営（営業）債務という区分も
姿を消している。したがって，その限りで，営業循環にもとつく機能別分類も
後退していることは否定できない。このような新プランの貸借対照表項目分類
にみられる変化は，やはりEC第4号確定指令との調整に伴．）て生じたものと
考えられる。事実，新プランの貸借対無表項目分類がEC第4号指令のそれと
基本的に合致していることは，前掲の第4表から明らかである。
　しかし，このような問題が含まれている乏しても，この新プランの貸借対照
表からも，経営（営業）循環項目の大き・さを把握する・ことができ；，ま・たそれと
成果計算書から資金計算書一ただし，これは経営運転資金の変動と経営外運
転資金の変動とを区別できないという点で，発展体系に含まれる資金計算書と
異なる一を作成することができる〔8｝ことはこれを認めなけれぽならない〔9｝。．加
えて，債権・債務に関しては，1年基準の適用にもとつく明細が附属明細書に
記載されるから，これにより必要なデータを補足することができる。
　　（b）貸借対照表項目の内容
　次に，新プランの貸借対照表に記載される個々の項目を取り上げ，【1957年プ
ランのそれと比較して，その特質を明らかにするaOt。
　　1．　貸借対照表借方側
　｛1）申込済未請求資本金
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　借方側の冒頭に，時折，《申込済未請求資本金》（capital　souscrit　non　appele＞
なる項目が記載される（第3表参照）。これは，貸方側の《資本金》勘定（capital＞
に申込済資本金額が記載されるのに対応するものであり，株主に対する潜在的
債権（creance　potentielle）を表わすものであるaD。株主に払込請求がなされた腸
合には，その額は短期的債権の性格をもつ《請求済未払込資本金》（capita正sou－
scrit　et　appel6　mai　non　verse）に振り替えられ，「流動資産の部」に掲記される
ことになる。この取扱いは，EC第4号指令に合致している。一方，1957年プ
ランでは，未払込額は《資本金》または《出資金》勘定の内訳科目である《未
払込資本金勘定》に記載されるとともに，《株主一未請求資本金》または《社
員一会社出資金》勘定に記載された。そして，後者は「当座資金」の部に掲記
されたのである。
　　②　固定資産
　次に，固定資産（actif　immobilise）が記載されるが，この部は，無形固定資
産，有形固定資産および財務固定資産の3グループに分類される。
　　①　無形固定資産（immobilisation　incorPorelles）
　この部分には，《組織形成費》（frais　d’etablisement）が含まれている。1957年
プランでは，これは借方側の冒頭に，独立区分として掲げられていた。内容的
にみても，異なった取扱いがみられる。すなわち，新プラソでは，組織形成費
は，設立費および資本増加費（この両者は会社法により数営業年度へ配分することが
第5表組織形成費比較表
1957年プラソ 新　プ　ラ　ン
社債発行費・………………・・…………一一“
固定資産取得費……………・…・・………・
期間配分費用…・・………・………………・
社債償還差額…………・……・………・一・
組織形成費の中に含まれる
借方調整勘定
固定資産原価要素
借方調整勘定
「借入金等」の1項目
ただし借方側に別項目で記載される
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規定されている費用である）ならびに開業費に限られ，1957年プランに比べてそ
の数が減じられている。いま，これを図示すると，第5表のようになる⑫。
　さらに，無形固定資産には，新しく《研究・開発費》（frais　de　recherche　de
dξveloppement）が含まれる。
　　②　有形固定資産（immobilisations　corporelles）
　この区分については，特にコメントを要する点はない。
　　③財務固定資産（ilnmobilisatiQns　financieres）
　これは，1957年プランにおける「その他の固定資産」区分（autres　valeurs
immobilis6es）が改められたものであり，財務的性格を有する資産を，資本参加
証券，資本参加に関する債権，その他の固定資産たる有価証券（投資有価証券）
および貸付金に区分表示する。このような財務固定資産の区分表示は，財務関
係老の要請を満足させるものであると評されるao。
　　（3）流動資産
　固定資産についで，流動資産（actif・circulant）が記載される。「流動資産」の
部は，1957年プランでは，経営資産（っまり棚卸資産）と当座資産とに分割され
ていたが，新プランによると，棚卸資産，仕入先前払金，債権，有価証券およ
び支払手段のグループに分類される。
　　（4）借方調整勘定
　借方調整勘定（comptes　de　r6gularisation－actif）は，1957年プランでは，「当座
勘定」の部の1項目として記載されたにすぎないが，新プランでは，独立の部
を構成することになった。これには，前払費用（charges　constatees　d’avance）
一これこそ言葉の厳密な意味における唯一の調整勘定であるといわれる一
のほかに新しく期間配分費用（charges　a　repartir　sur　plusieurs　exercices）が含ま
れる。これは，管理の理由から将来の数期間に配分することが適当であるとみ
なされる費用項目であるa4。例えば，社債発行費（frais　d’emission　d’obligations）
がこれに該当する。なお，1957年プランでは，借方調整勘定として取り扱われ
た未収収益（produits　a　recevoir）eま，債権（《その他の債権》）に含められ，「流動
資産」の部に記載されることになる。
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　　（5）社債償還差金
　これは，社債発行差金なし～・し社債割引料のことであり，借方側に独立項目と
して記載される。1957プランでは，組織形購費（っまり繰延資産）の1項目とし
て取り扱われていた。
　　⑥　借方換算差額
　貸借対照表の末尾には，外貨建債権・債務に関する借方換算差額（ecarts　de
conversion－actif）が言己載される。これは，1957年プランでは見受けられなかっ
たものである。この借方換算差額は，貸方換算差額と反対に・不利な為替差額・
それゆえ潜在的為替損失を表わすが，それが現実の債権・債務に転換しない限
り，成果に影響を及ぼさない項目である。ただし，潜在的為替損失については，
引当計上されるべきである兜
　2．　貸借対照表貸方側
　　（1）自己資本
．貸方側の冒頭には，自己資本（capitaux　propres）が記載される。これIS　，資
本金，発行差金・合併差益・出資差金，再評価差額，積立金，前期繰越金，当
期純成果および法定引当金に分類されるが，1957年プランに比べて，特に新し
い点は次のとおりである。
　　①　当期純成果
　当期稗成果（r6sultat　net　de　l’exercice）は，・1957年プランでは，損失と利益
とに分けて，前者は借方側の末尾に，また後者は貸方側の末尾にそれぞれ記載
されたが，新プランでは，そのいずれの場合にも，「自己資本」の部に記載さ
れる。・
　　②純資産
　上述のように，貸借対照表は成果処分前および成果処分後に作成されるが，
純資産（situation　nette）が表示されるのは、成果処分後貸借対照表の場合だけで
ある。いいかえれぽ，成果処分前の純資産一それは1957年プランの貸借対照
表には記載されていた一は，．消滅することになったca。
　　③投資助成金（subventions　d’investissement）
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　これは，企業が固定資産を取得ないし製作する目的で受領した助成金（設備
助成金）または長期活動を融資する目的で受領した助成金を表わす項目である。
1957年プランでは，《設備助成金》勘定が（成果処分前）純資産の直後に記載さ
れていた。なお，EC第4号指令の貸借対照表にはこれに該当する項目は見出
されない。
　　④・法定引当金（provisions　reglementees）
　これは，税法規定に定められた引当金である。課税所得から控除されるため
には，この種の引当金は当該営業年度の記帳において実際に証明されなけれぽ
ならない。これは，場合により，その一部または全部が「自己資本」の部に記
載される，処分不能積立金（r6serves　non　dispDnibles）に類似するものである。
固定資産に関する法定引当金には，特に固定資産再投下譲渡益相当額，特別償
却，（従業員参加）投資引当金，鉱床更新引当金などが含まれる。また，棚卸資産
に関する法定引当金の主なものは，価格騰貴引当金と相場変動引当金があるaT。
　1957年プランには，この項目は見出されなかった。ただし，積立金の中に固
定資産更新積立金および棚卸資産更新積立金なる項目が含まれた。なお，EC
第4号指令の貸借対照表にも，これに該当する項目は見受けられない。
　　（2）危険・費用引当金
　自己資本についで，危険・費用引当金（provisions　pour　risques　et　charges）が
記載される。これは，すでに発生したか，あるいは現在進行中の出来事のため
に発生する可能性がある危険および費用にして，その目的が明確に限定されて
いるが，しかしその実現が不確定なものを補填するために設定された引当金で
あり，1957年プランにみられた損費引当金に相当するものである。その内容に
ついては，特に《年金引当金》（provision　pour　pensions）が含まれている点が
注目される。なお，．EC第4号指令では，これに該当するものに負債・損費引
当金がある。
　　（3）債　務
　貸方側の第3グループには，債務（dettes）が記載される。これは，支払期限
ではなく，その当初の性質にもとついて分類されるところに特徴が見出され
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るag。すでに指摘したように，1957年プランでは，債務は，1年基準にもとつ
いて「長期・中期債務」の部と「短期債務」の部とに分けて記載された。
　　（4）貸方調整勘定
　債務につぐ第4のグループは，貸方調整勘定（comptes　de　regularisation・passif）
である。これに含まれるのは，前受収益（products　constates　d’avance）だけで
ある。未払費用は「債務」の部の《その他の債務》に含まれる。なお，この貸
方調整勘定は，1957年プランでは，「債務」の部の1項目として記載されたに
すぎない。
　　㈲　貸方換算差額
　最後に，借方側と同様，外貨建債権・債務に関する換算差額（ecarts　de　con－
version－passif）が記載される。これは，借方換算差額と反対に，有利な為替差
額，それゆえ潜在的為替利得を表わすが，しかし現実の債権・債務に転換され
ない限り，成果に影響を及ぼさない項目であるag。
　以上考察したように，新プランの貸借対照表を構成する各項目は，EC第4
号指令のそれと基本的に一致している。しかし，その枠の中であるとしても，
組織形成費の「無形固定資産」区分への計上（それはEC第4号指令では国内選択
権として許容されているが），当期成果の「自己資本」の部への計上，法定引当
金の「自己資本」の部への表示あるいは為替換算差額の導入など，随所にユニ
ークな点が見受けられるのを見落とすことはできない。
　上述のような諸問題を含む新プランの貸借対照表について，ある論者は，基
本線において，これは，第4号指令の関係規定に合致したものであり，特に表
題と勘定分類に関して，フランスの職業専門家および財務諸表利用者の習慣を
多少変えることになるであろうと指摘しているOP。
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